
 

 

 

７月１０日・参議院選挙 

    ——歴史的闘い—— 
安倍政権が夏の参院選を控え、三つの経

済・社会保障政策「ニッポン一億総活躍プラ

ン」と毎年改定する「日本再興戦略」（成長

戦略）と「経済財政運営と改革の基本方針」

（骨太の方針）を公表した。そして最も重視

するのが「ニッポン一億活躍プラン」。 

 今後十年の施策をまとめた「一億総活躍プ

ラン」の内容は多岐にわたり成長と分配の好

循環」に向けた目標が並んでいる。「ＧＤＰ

600兆円の実現、生涯現役社会や希望出生率

上昇、介護離職ゼロ」等々、そしてその柱は、

「正社員と非正社員の賃金格差を縮める『同

一労働同一賃金』の実現に向けて、労働契約

法、パートタイム労働法、労働者派遣法の関

連三法改正」、最低賃金は「年３％程度を目

途に引き上げ、2020 年代半ばに全国加重平

均で時給 1000円をめざし」非正社員の待遇

を改善する。「三六協定を見直し長時間労働

を是正する」。人手不足が深刻な保育や介護

の現場で働く人の賃金を引き上げる」などを

盛り込んだ「働き方改革」を強調している。 

 

 

安倍首相には 

「同一労働同一賃金」の理念などない。 
 

 非正規雇用の待遇改善や同一労働同一賃

金はこれまでもわれわれの政策要求だった。

今、派遣労働者も含めた非正規労働者が

2000万人を超えて増え続けている。昨年労 

働者派遣法が改悪され「生涯派遣」に道を開

いた。こうした雇用や低賃金では子どもを産

みたくても産めない。それどころか結婚さえ

困難な労働者を増やし続けている。やはり昨

年の通常国会で「労働者の職務に応じた待遇

改善確保のための政策の推進に関する法律」

（同一労働同一賃金推進法）を可決したもの

の、条文の「均等待遇」を「均衡待遇」に修

正して成立させた。そこには「同一労働同一

賃金」の理念などない。 

 

  東京で年間１６８万円！！ 
 今年の 16 春闘を前にして安倍首相は、最

低賃金を 2020 年代半ばまでに 1000 円を実

現すると述べた。今年度の地域別最低賃金の

全国平均は 798円、引き上げ額 18円（2.3％）

でしかない。経団連の「2016 年版経営労働

政策特別委員会報告」は地域別最低賃金につ

いて引き上げ抑制を迫り、産別最賃の廃止を

求めている。全国で最も高い東京の最賃は時

給 907 円だが、年間普通に働いて 168 万円

でしかない。 
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安倍政権は、一億総活躍社会と称し、女性の

活躍、最低賃金の引き上げ、男女同一労働同

一賃金、長時間労働規制などを掲げ労働者に

直接働きかけてきている。しかし一方で、今

回は先送りされたが労働時間の規制緩和、さ

らに不当解雇の金銭解決が目論まれている。 

 戦後日本の労働者・労働組合が闘い勝ち取

ってきた労働者保護規制は安倍政権の下で

徹底的に破壊され一層格差と貧困問題を生

み出した。年末から年始にかけての株価の下

落と円高、原油安は日本経済に悪化の影響を

与えているが、しかし円安・株高で大企業が

史上最高の収益を誇りながら、その効果は労

働者、市民全体に波及していくことなく、逆

に格差が拡大する状況が生まれている。 

 
   

労働者保護規制破壊を許さない 
 安倍政権が掲げるこれら「ニッポン一億総

活躍プラン」は「2019 年度の施行を目指す

方針」で、労働者、市民を欺く参院選向けア

ドバルーンと言わざるを得ない。 

 夏の参院選はかってなく憲法が問われる

選挙となる。安倍首相は年頭のあいさつや施

政方針演説で「未来に責任を持つ政党の協力

を得て、改憲発議に必要な三分の二議席確

保」「自分の総裁任期中に改憲を」と表明し

ている。選挙結果しだいでは、戦後現憲法が

つくってきた国の在り方が変わる。 

 

戦争か平和かが問われる！！ 
   

 憲法を壊し、戦争か平和かが問われ、この

国の在り方が問われている。そうした意味で

今夏の参院選は、貧困と戦争の国を選択する

のかどうかという大きな歴史的岐路に立た

されている。 

 昨年の戦争法案反対闘争は、世代・職業を

超えて結集し闘った。こうした大衆運動の高

揚が参議院選挙に向けた「野党は共闘」を作

り出した。当然こうした大衆運動を労働組

合・労働運動自身がしっかり支えていく責務

がある。 

 

 現在衆院では自公両党で三分の二を確保

しており、憲法改正発議には、衆参各院で「三

分の二」以上の賛成が必要であり参院の議席

が焦点になる。 

 

時給 1500 円を目指しつつ、 

今すぐ 1000 円に!! 
 われわれの参院選における課題は、一つに

は雇用や働き方が問われ、子育て、介護をは

じめとする暮しの問題、社会保障の切り下げ

攻撃などが加わり生活が危機にさらされて

いるこの状況をどう改善していくのかとい

うことだ。そのためにはまず最低賃金の大幅

引き上げ（時給 1500円を目指しつつ、今す

ぐ 1000 円に）、長時間労働をおしつける労

働時間規制撤廃を狙う労働基準法改悪反対、

解雇事由の「解雇金銭解決制度導入反対、同

一労働同一賃金を即座に実現、時間外労働上

限規制の実現などの闘いと、辺野古への新基

地反対や戦争法廃案、原発再稼働反対の闘い

と結びつけた大衆運動の強化である。民意を

顧みない安倍政権打倒のために今こそ労働

者の力を結集しなければならない。人らしく

安心して働き生活のできる社会の実現をめ

ざして、この闘いの中心に、労働者、労働組

合こそが立たなければならない。 

 今、労働者の力がどこまで安倍政権に迫れ

るか問われている。 


